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定款一部変更に関するお知らせ 

 

当社は、平成 26年 5 月 23 日開催の取締役会において、平成 26 年 6 月 20 日開催の第 68回定時株主総

会に下記のとおり定款一部変更につきまして付議することを決議しましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

Ⅰ．目的の追加にかかる定款一部変更 

１．提案の理由 

当社及び当社子会社の事業内容の拡大及び今後の事業展開に備えるため、現行定款第２条（目的）に

事業目的を追加するものです。 

 

２．変更の内容 

変更の内容は、次のとおりです。 

（下線部分は変更箇所を示しております。） 

現    行    定    款 変       更       案 

第１章 総 則 

（目的） 

第２条     （条文省略） 

１．    （条文省略） 

(1)～(7)  （条文省略） 

（新  設） 

 

(8)～(9)  （条文省略） 

第１章 総 則 

（目的） 

第２条     （現行どおり） 

１．    （現行どおり） 

(1)～(7)  （現行どおり） 

(8) 自然エネルギー等による発電事業およ

び電気の供給、販売等に関する業務 

(9)～(10)  （現行どおり） 

  



Ⅱ．種類株式新設にかかる定款一部変更 

１．提案の理由 

当社は、会社法第363条第１項各号に掲げる取締役（以下「業務執行取締役」といいます。）に対して、当

社グループの中長期的な企業価値向上への動機付けを与えることを目的として、平成26年5月23日開催

の取締役会において、第 68回定時株主総会に、業績連動金銭報酬及び業績連動株式報酬からなる新た

な業績連動報酬制度の導入に関する議案を付議することを決議いたしました。種類株式新設に係る定款

一部変更は、第69期事業年度に係る業績連動株式報酬のために、第１回Ａ種種類株式を発行する旨の定

めを設け、当社を種類株式発行会社（会社法第２条第13号に定義するものをいいます。）とする定款変更

を行うほか、発行可能株式総数の増加、発行可能種類株式総数の規定の追加など所要の定款変更を行う

ものです。 

業績連動株式報酬の概要は以下のとおりです。 

 

（業績連動株式報酬の概要） 

当社は、業務執行取締役に対して、業績連動株式報酬として、各事業年度における連結当期純利益の

6.4％以内の金銭を支給し、当社が発行する種類株式取得の払込資金とします。 

当社は、業績連動株式報酬の支給を受けた各業務執行取締役に対して、新株発行の方法により、種類

株式（最初の発行日の3年後の応当日を取得日とする取得条項及び業務執行取締役について相続が開始

することを行使条件とする取得請求権（いずれも対価は普通株式です。）が付された譲渡制限株式）を割り

当てることとし、各業務執行取締役は、支給を受けた業績連動株式報酬金額（ただし、業績連動株式報酬

相当額に対応する所得税、住民税その他の租税及び社会保険料に相当する金額、払い込みに要する手

数料ならびに単元株式数の株式に係る払込金額に満たない金額等を除きます。以下、同じです。）を払い

込むこととしますが、払込金額については、当該種類株式を引き受ける業務執行取締役に特に有利な金額

とならない範囲で取締役会において決定いたします。 

なお、業績連動株式報酬は、業務執行取締役が、支給を受けた業績連動株式報酬金額を、当社が当該

種類株式について行う新株発行の割り当てに応じて払い込むことに同意していることを条件として支給する

こととしますが、法令、司法機関の判断等により、当社が各業務執行取締役に対して新株発行を行うことが

できない場合には、業績連動株式報酬として金銭を支給するのみとします。また、業務執行取締役から業

績連動株式報酬の支給を受ける権利を相続した者に対しては、新株発行を行わず、業績連動株式報酬と

して金銭を支給するのみとします。 

 

 

 

 



２．変更の内容 

変更の内容は、次のとおりです。 

（下線部分は変更箇所を示しております。） 

現    行    定    款 変       更       案 

第２章 株 式 第２章 株 式 

（発行可能株式総数） （発行可能株式総数） 

第６条 当会社の発行可能株式総数は、

50,000,000株とする。 

第６条 当会社の発行可能株式総数は、

50,100,000株とし、各種類の株式の発

行可能種類株式総数は、次のとおりと

する。 

普通株式：50,000,000株 

第１回Ａ種種類株式：100,000株 

（単元株式数） （単元株式数） 

第８条 当会社の単元株式数は、100株とする。 第８条 当会社の単元株式数は、普通株式およ

び第１回Ａ種種類株式のそれぞれにつ

き 100株とする。 

（新  設） 第２章の２ Ａ種種類株式 

 （Ａ種種類株式） 

 第12条の２ 当会社の発行する第１回Ａ種種類

株式の内容は、次に定めるとおりとす

る。 

(1) 譲渡制限 

第１回Ａ種種類株式を譲渡により取

得するには、取締役会の承認を受け

なければならない。 

(2) 普通株式を対価とする取得条項 

当会社は、第１回Ａ種種類株式の全

部を、第１回Ａ種種類株式の最初の

発行日の3年後の応当日をもって取

得するものとし、当該取得と引換え

に、第１回Ａ種種類株式を有する株

主に対して、第１回Ａ種種類株式 1

株につき普通株式 1株を交付する。 

(3) 普通株式を対価とする取得請求権 

第１回Ａ種種類株式の株主は、当会

社に対し、その保有する第１回Ａ種

種類株式の全部または一部を当会社

が取得するのと引換えに、当会社の

普通株式を交付することを請求する

ことができる。第１回Ａ種種類株式

と引換えに交付すべき普通株式は、

第１回Ａ種種類株式 1株につき普通

株式 1株とする。当該取得請求は、

第１回Ａ種種類株式の発行後いつで

も、当該株式の株主について相続が

開始した場合に限り、当該相続の対

象となった当該株式についてのみ行

うことができるものとする。 



現    行    定    款 変       更       案 

第３章 株主総会 第３章 株主総会 

（定時株主総会の基準日） 

第 14条    （条文省略） 

（新  設） 

 

 

 

 

 

 

 

（新  設） 

 

（定時株主総会の基準日） 

第 14条    （現行どおり） 

２ 定時株主総会の目的である事項につ

いて、会社法第322 条第 1項の定めに

よりある種類の株式の種類株主を構

成員とする種類株主総会の決議が効

力発生の要件であるときは、当該種類

株主総会の議決権の基準日は、当該定

時株主総会の議決権の基準日と同一

日とする。 

（種類株主総会） 

第18条の２ 第13条および第15条ないし第18

条は種類株主総会に準用する。 

 

Ⅲ．変更の日程 

取締役会決議日 平成 26年 5月 23日 

株主総会開催日 平成 26年 6月 20日(予定) 

実施予定日(効力発生日) 平成 26年 6月 20日(予定) 

 

 以  上 

 

 


